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○あま市地域活動支援センター事業実施要綱 

平成22年3月22日 

告示第76号 

改正 平成24年3月30日告示第55号 

平成25年3月29日告示第54号 

平成26年6月24日告示第114号 

(目的) 

第1条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17

年法律第123号。以下「法」という。)第77条第1項第9号の規定に基づき、障がい者等に対

して、創作的活動及び生産活動の機会の提供並びに社会との交流の促進等の便宜を供与す

ることにより障がい者等の自立生活及び社会参加の促進を図ることを目的とする。 

(実施主体) 

第2条 地域活動支援センター事業(以下「事業」という。)の実施主体は市とし、事業の全

部又は一部を適切な事業運営ができるとしてあらかじめ登録を受けた社会福祉法人等に

おいても行うことができるものとする。 

(事業の登録等) 

第3条 事業の登録を受けようとする社会福祉法人等の長は、あま市地域生活支援事業者の

登録等に関する要綱(平成26年あま市告示第111号。以下「登録要綱」という。)に定める

あま市地域生活支援事業者登録(更新)申請書に必要書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

2 市長は、前項の規定に基づく届出を受理したときは、審査の上、登録の可否を通知する

ものとする。 

(実施基準) 

第4条 前条第2項の規定により登録の通知を受けた者(以下「事業者」という。)は、サービ

スを適切に提供することができるようあま市地域生活支援給付事業の人員、設備及び運営

に関する基準(平成26年あま市告示第112号)その他の必要な基準を遵守しなければならな

い。 

(事業の内容) 

第5条 事業の内容は、創作的活動、生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等といっ

た基礎的事業のほか、就労が困難な在宅の障がい者等に対し、機能訓練、社会適応訓練、

入浴等のサービスを実施するものとする。 



2/5 

(対象者) 

第6条 事業を利用することができる者は、市内に住所を有する者で、法第2条に規定する障

害者等とする。 

2 介護保険法(平成9年法律第123号)第9条に規定する被保険者であって、同法第27条第7項

に規定する要介護状態に該当する者は、前項の規定にかかわらず、事業を利用することは

できない。ただし、市長が特に認めたときは、この限りでない。 

(利用の手続) 

第7条 事業を利用し、又は利用の変更をしようとする障がい者又は障がい児の保護者(以下

「申請者」という。)は、地域活動支援センター事業利用(変更)申請書(様式第3号)を市長

に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の提出があったときは、事業を利用しようとする障がい者等(以下「利用者」

という。)の障がいの状況及び家庭環境等を審査の上、地域活動支援センター事業利用決

定等通知書(様式第4号)により申請者に通知し、併せて、その旨記載した受給者証を交付

するものとする。 

3 事業を利用しようとする申請者は、事業者に前項の受給者証を提示して事業の提供を受

けるものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、こ

の限りでない。 

(住所等の変更) 

第8条 申請者は、住所、氏名等に変更が生じたときは、申請内容変更届(様式第5号)を市長

に提出しなければならない。 

(利用の辞退) 

第9条 申請者は、利用者が次の各号のいずれかに該当することにより事業の利用を辞退し

ようとするときは、地域活動支援センター事業利用辞退届(様式第6号)を市長に提出しな

ければならない。 

(1) 利用者が事業の利用を中止したとき。 

(2) 利用者が死亡又は市外へ転出したとき。 

(3) 第6条第2項に規定する要介護状態に該当したとき。 

(4) 入院等の事由により継続して3箇月以上事業を利用しなかったとき。 

(5) その他利用が困難な理由があるとき。 

(費用の徴収) 

第10条 申請者は、別表に定める事業の利用に係る費用(以下「利用料」という。)を事業者
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に支払わなければならない。 

2 事業において提供されるサービスに要する費用のうち、日常生活において通常必要とな

るものであって、利用者に負担させることが適当な経費は、全額利用者の負担とする。 

(実績報告) 

第11条 事業者は、毎月の事業実施状況を地域活動支援センター事業実施報告書(様式第7

号)に利用の内訳を明らかにする書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

(給付金) 

第12条 市長は、利用者が受給者証に記載の範囲内において事業者からサービスの提供を受

けたときは、申請者に対し、利用料のうち次項に定める額(以下「給付金」という。)を支

給する。 

2 前項の給付金の額は、申請者の要件に応じ、1月につき、次の各号のいずれかに掲げる額

とする。 

(1) 生活保護受給者、市民税世帯非課税者(申請者及び当該申請者と同一の世帯に属する

者(第7条第2項の規定により同項に規定する受給者証の交付を受けた障がい者にあって

は、その配偶者に限る。)が事業の利用があった月の属する年度(事業の利用があった月

が4月から6月までの場合にあっては、前年度)分の地方税法の規定による市民税を課さ

れない者である場合における当該申請者)又は市長が利用料を納めることが困難と認め

た者 別表に定める事業費単価 

(2) 前号に該当する者以外の者 別表に定める事業費単価に100分の90を乗じて得た額 

3 第10条の規定にかかわらず、前条の報告書の提出があったときは、市長は、申請者が事

業者に支払うべき利用料について、給付金として当該申請者に支給すべき額の限度におい

て、申請者に代わり、事業者に支払うことができる。この場合において、申請者は、前項

各号に定める区分に応じ、利用料から当該各号に定める額を控除して得た額(以下「利用

者負担額」という。)を事業者に支払わなければならない。 

4 前項の規定による支払があったときは、申請者に対し給付金の支給があったものとみな

す。 

5 市長は、事業者から給付金の請求があったときは、書類及び必要に応じて行う実地調査

により審査の上、支払うものとする。 

6 事業者は、第3項に基づく給付金の支払を受けた場合は、申請者に対し、当該申請者に係

る給付金の額を通知しなければならない。 

7 事業者は、申請者から費用の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用を
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支払った申請者に対し交付しなければならない。 

(不正利得の徴収) 

第13条 市長は、偽りその他不正の手段によりサービスの提供を受けた者があるときは、そ

の者から、事業に係る給付金の額に相当する金額の全部又は一部を徴収することができる。 

2 市長は、事業者が、偽りその他不正の手段により給費金の支給を受けたときは、当該事

業者に対し、当該支給した額を返還させることができる。 

(秘密の保持等) 

第14条 事業に従事する者は、利用者及びその世帯のプライバシー等、業務上知り得た個人

の情報を在職中及び退職後においてもみだりに他人に知らせてはならない。 

2 事業者は、事業に係る個人情報の漏洩
えい

、滅失又は改ざんの防止を図るとともに、利用者

に対する虐待防止など適正な管理のため必要な措置を講じなければならない。 

(その他) 

第15条 法及びこの要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この告示は、平成22年3月22日から施行する。 

(経過措置) 

2 この告示の施行の日の前日までに、合併前の七宝町地域活動支援センター事業実施要綱

(平成19年七宝町訓令第13号)、美和町地域生活支援事業実施要綱(平成18年美和町告示第

18号)のうち地域活動支援センター事業に係る規定又は甚目寺町地域活動支援センター事

業実施要綱(平成18年甚目寺町要綱第30号)の規定によりなされた手続その他の行為は、そ

れぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則(平成24年告示第55号) 

この告示は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年告示第54号) 

この告示は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成26年告示第114号) 

この告示は、公示の日から施行し、平成26年4月1日から適用する。 
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別表(第10条、第12条関係) 

区分 事業費単価(1人、1回当たり、単位(円)) 

基本利用料 5,020 

看護師加算 2,580 

食事加算 420 

入浴加算 400 

送迎加算(片道) 540 

 


